








３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）　一般職員の勤務時間の状況（一般的な市役所勤務の場合）

１週間の勤務時間

１日の勤務時間

時間 開始時間 終了時間

勤務時間 8時30分 17時15分

休憩 ４５分 12時00分 12時45分

12時45分 １３時

１５時 15時15分

（２）　一般職の年次休暇の状況（平成１７年分）

休息

４０時間

８時間

３０分

１０日平均取得日数

年次休暇 １年を通じ２０日以内



（３）　特別休暇等の種類と日数

種　　類 日　　　　数

公傷病休暇 ３年以内

私傷病休暇 ９０日以内

予定日以前８週間（多胎妊娠14週間）

出産日後８週間

育児時間 1日2回それぞれ30分以内

生理休暇 2日以内

結婚休暇 5日以内

配偶者の出産休暇 2日以内

男性職員の育児参加休暇 ５日以内

忌引休暇 7日以内

夏季休暇 3日以内

ボランティア休暇 5日以内

子の看護休暇 ５日以内

組合休暇（無給） ３０日以内

介護休暇（無給） 連続する６月以内

産前及び産後の休暇



（４）　育児休業の取得状況（平成１７年度）

男性 女性 計

－ ６人 ６人



４　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）　分限処分者数（平成１７年度）

休職 降任・免職

３人 ０人

心身の故障による －

（２）　懲戒処分者数（平成１７年度）

５　職員の服務の状況

（１）　法令等及び上司の職務上の命令に従う義務

（２）　職務に専念する義務

（３）　信用失墜行為の禁止

（４）　秘密を守る義務

（５）　政治的行為の制限

（６）　争議行為の禁止

（７）　営利企業等の従事制限

分限の種類

懲戒の種類 戒告・減給・停職・免職

１人

処分事由

人数

人数

　地方公務員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の
遂行にあたっては、全力を挙げてこれに専念しなければならないと法律で定めら
れています。職務を遂行する上で職員が守るべき義務は、次のとおりです。

※　分限とは、公務員は公共の利益のために誠実に職務が遂行することができる
よう、身分は法律で保障されています。しかし、本来その職に適さない者、病気の
ため長期の療養が必要な者などまで身分を保障することは、公務能率を阻害す
ることになります。そこで、特定の事由に該当する場合は、身分保障を行わないも
のとし、その身分保障の限度を定めたものが「分限」です。

※　懲戒とは、職員の服務義務違反に対して、公務秩序維持のために、職員の道
義的責任を追求し、科する処分です。

　職員は、その職務を遂行するにあたって、法令、条例規則、上司の職務命令に
忠実に従わなければなりません。

処分事由 職務専念義務、信用失墜行為の禁止違反

　職員は、争議行為（ストライキ）をしてはいけません。

　職員は、許可なしに営利を目的とする会社その他の団体等の役員を兼ね、また
は、自ら営利を目的とする企業を営み、または、報酬を得ていかなる事業・事務に
従事してはいけません。

　職員は、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために
用い、その職務にのみ従事しなければなりません。

　職員は、その職の信用を傷つけ、または職員全体の不名誉となるような行為を
してはいけません。

　職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。

　職員は､政党その他の政治団体の結成に関与したり、役員になったり、これらの
構成員になるよう、また、ならないよう勧誘してはいけません。



６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）　平成１７年度職員研修の状況

受講人数

１５人

ー人

全職員

２人

２２人

２０人

１８人

１６人

６６人

４人

１６３人

２７人

１８人

２１人

９人

２人

３人

１人

３人

１人

８５人

２４８人

兵庫県自治協会

監督職研修（住民満足向上）

国内派遣研修

計

合計

派遣研修

陸上自衛隊姫路駐屯地

その他

計

西播広域行政協議会

全国市町村国際文化研修所

播磨自治研修協議会

市町村職員中央研修所

自治大学校

　職員一人ひとりが、全体の奉仕者であることを改めて自覚し、意欲をもって職
務に取り組み、住民に身近な行政サ－ビスの担い手としての心構えや効率的
な行政運営を行うための経営感覚を身につけるため、様々な研修を行っていま
す。

平成１７年度の職員研修の状況

研修名・派遣研修機関

市単独研修

市政情報研修

新任職員研修

人権研修

兵庫県自治研修所

通信教育研修

一般職研修（業務遂行能力）

係長職研修（目標による管理）

課長補佐職研修（政策形成能力）

管理職研修（行政経営能力）



部課長級 課長補佐・係長級

組織管理能力 知識・技能

能力 対人能力 能力 政策形成能力

政策形成・判断能力 対人能力

部下指導能力 組織管理・部下指導能力

公務員倫理 公務員倫理

人権感覚（国際感覚的要素加味） 人権感覚（国際感覚的要素加味）

自己成長意識 自己成長意識

市民感覚 市民感覚

業務処理実績（業務遂行能力） 業務処理実績（業務遂行能力）

業務改革実績（コスト・改革意識） 業務改革実績（コスト・改革意識）

一般職 技労職

知識・技能 体力

能力 理解力 能力 機敏さ

表現力・正確性 熟練

対人能力 知識・技能

公務員倫理 理解力

人権感覚（国際感覚的要素加味） 協調性・勤勉性

自己成長意識 注意力・安全観察

市民感覚 市民感覚・公務員倫理

業務処理実績（業務遂行能力） 業務処理実績（業務遂行能力）

業務改革実績（コスト・改革意識） 業務改革実績（改革意識）

意識行
動

業績

意識行
動

業績

意識行
動

業績

（２）　勤務成績の評定の状況

意識行
動

業績

 　相生市では、職員の能力開発及び人材育成に資することを目的とし、他都市に先駆け従
来から全職員（一部教育職を除く。）を対象に勤務成績の評定を行っています。その結果は、
人事異動、昇任、給料（昇格・昇給）、勤勉手当（ボ－ナス）に的確に反映しています。なお、
階層別の評定項目は、以下のとおりです。

階層別評定項目



７　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）　職員の健康管理に関する事業の実施状況（平成１７年度）
　　職員の健康保持と疾病予防のため、相生市職員安全衛生管理規程第１７条の規定に基づき、
　職員の健康診断を定期的に行っています。

区　　分
定期健康診断
特別健康診断

（２）　公務災害及び通勤災害の発生状況（平成１７年度）
　　災害補償制度は、職員が公務上の災害（負傷、疾病、障害及び死亡）又は通勤よって災害を
　受けた場合に、その災害によって生じた損害の補償と、被災職員及びその遺族の援護など必要
　な事業を行うことを目的としています。
　　災害の認定及び補償については、地方公務員災害補償基金兵庫県支部が行っています。
　　　

災害区分（認定）
公務災害
通勤災害

計

１件
０件
１件

受診者数
257人
　　5人

認定件数



【予算額、補助金、会費等について】

共済会予算額 23,300千円 　（平成１７年度比　△5,400千円　△18.8％）

公費補助額 7,000千円 　（平成１７年度比　△3,000千円　△30.0％）　

会費額 11,800千円 　給料の０．９％

その他収入額 4,500千円 　手数料、行事参加負担金等

会員数 328人 　平成１８年４月１日現在

【各種事業について】

種　　　　別 事業名 備考

弔慰金

出産見舞金

病気見舞金

結婚祝金

入学祝金

結婚記念祝金

退会給付金

研修給付費

特症給付金

特定給付金

特例給付金

団体定期保険費

健康増進事業

リフレッシュ事業

イベント協賛事業

クラブ活動推進事業

厚生事業

（３）　職員の福利厚生の状況

給付事業

福利厚生事業

　職員の福利厚生制度として、地方公務員法第４２条の規定に基づき、相生市職員共済会を設置
し、会員の会費及び市からの補助金等により事業を行っています。主な事業は下記のとおりです。
なお、平成１７年度に１８年度以降の事業見直しを行う相生市職員共済会運営検討委員会を設置
し、市からの補助金の減額や各種事業の見直しを行いました。

財源は､全額会費により運営

財源は､会費及び市補助金等により運営



８　公平委員会の状況

勤務条件に関する措置の要求件数 ０件

不利益処分に関する不服申立て件数 ０件

平成１７年度における業務の状況




